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Ａ．研究目的 

 保健所や地方自治体等に勤務する公衆衛生

行政医師(以下「公衆衛生医師」とする)の動向

については、公衆衛生医師の確保や育成におけ

る課題解決に向けた検討が行われているもの

の、調査時点で公衆衛生医師である医師に対す

る様々な調査が行われてきた。このように調査

時点の横断的状況は把握しているものの、たと

えば公衆衛生医師を退職し異なる業務に従事

した医師を対象にした調査は少ない。全国の医

師を時系列で追跡する縦断調査研究は課題解

決の検討に資する重要な情報となりえる。 

そこで本研究では、公衆衛生医師の確保と育

成に資する基礎資料を作成するために、「医師・

歯科医師・薬剤師調査」から公衆衛生医師数の

「地域別」「性別」「年齢別」の動向に関する時

系列解析を目的として、平成 22 年度、平成 24

年度、平成 26 年度、平成 28 年度の 12 月 31

日時点における「医師・歯科医師・薬剤師統計

調査」の回答医師のうち、対象年次の調査票の

「業務の種別」が行政機関の従事者：符合 11

（H22 調査）および符号 13（H24-H28 調査） 

に該当する医籍番号を抽出し、全年次の調査票
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の該当医籍番号を有する全国の医師を対象と

した時系列データを解析した。 

本研究を通じて、公衆衛生医師の経験を有す

る医師が性別・年齢階級別にどのような動向を

示すのか。また、公衆衛生医師に継続して従事

する医師と公衆衛生医師から別の業務へ変更

して従事する医師を比較することで、それぞれ

の特徴を明らかにし、公衆衛生行政医師の確保

となる要因について検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）

第 32 条の規定に基づき、「医師・歯科医師・薬

剤師調査」に係る調査票情報の提供を申出を行

い承認を得たデータセットを用いて、平成 22

年度、平成 24 年度、平成 26 年度、平成 28 年

度の 12 月 31 日時点で対象年次の調査票の「業

務の種別」が行政機関の従事者：符合 11（H22

調査）および符号 13（H24-H28 調査） に該当

する医籍番号を抽出し、全年次の調査票の該当

医籍番号に対するすべての項目を対象とした

調査票データを用いた縦断研究である。 

対象とする調査票項目は、各調査年次におけ

る住所地県都市番号、性別、年齢階級（5 歳刻

み）、業務の種別、従事先市区町村、従事先県

都市番号、従事先市群番号、従事する診療科、

資格数、資格名内訳とし、平成 28 年度調査票

から新たに調査項目に加わった、就業形態、主

たる業務内容、休業の取得を対象とした。 

なお、本研究は平成 30 年度研究では公表デ

ータを用いて予備的解析を進め、国立保健医療

科学院研究倫理審査専門委員会の承認後以降

については「医師・歯科医師・薬剤師調査」を

用いて解析を実施した(＃NIPH－12190)。 

 

Ｃ．研究結果 

１．公衆衛生行政医師の基本属性 

公衆衛生行政医師の性別割合は、平成 22 年度

調査では男性 72.52％に対し 27.48％であった

が、女性医師の割合は平成 22 年度調査 27.48％、

平成 24 年度調査 30.23％、平成 26 年度調査

31.14％、平成 28 年度調査 31.58%と、調査年

次ごとに増加警告にあることが明らかとなっ

た。（表１ 調査年度別の性別割合） 

公衆衛生行政医師の年齢階級別割合は、25 歳

～29 歳は該当せず、30 歳～34 歳から従事する

医師が増加していた。その後年齢階級が上がる

ごとに公衆衛生行政医師数も増加し、60 歳～

64 歳でピークに達した。特に男性医師は 50 歳

～64 歳で急激に増加した。しかしながら女性

医師は 40 歳～44 歳で急激に増加したが、その

後は年齢階級が上がっても医師数の変化は小

さかった。 

男性医師、女性医師ともに 65 歳以上は年齢階

級が上がるごとに公衆衛生行政医師数は減少

し、70 歳を超えると男性医師はピーク時の年

齢階級の 30％に減少、女性は 15%に減少した。 

（表 2 公衆衛生行政医師の年齢階級別割合） 

 

２．平成 28 年度調査票に基づく新たな属性 

平成 28 年度調査票で新たに追加された項目

に着目すると、公衆衛生行政医師の就業形態

（常勤/非常勤）の割合は、常勤医師は男性

69.43％、女性 30.57％に対し、非常勤医師は男

性 55.29％、女性 44.71％と、非常勤医師の女

性割合は常勤医師よりも高かった。 

就業形態 男性 女性 合計

常勤 1,965 865 2,830
69.4% 30.6% 100%

非常勤 115 93 208
55.3% 44.7% 100%  
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（表 3 公衆衛生行政医師の就業形態） 

 

公衆衛生行政医師が従事する市群は指定都

市 52.89％と最も高く、次いで市部が 30.79％

であった。中核市は 13.75％、郡部は 2.57％で

あった。 

平成 28 年度調査 従事先市群番号 

指定都市 中核市        市部 郡部 Total 

52.89% 13.75% 30.79% 2.57% 100% 

（表 4 公衆衛生行政医師の就業形態） 

 

休業の有無について、公衆衛生行政医師の産

前・産後休業は男性が０名、女性医師も公衆衛

生行政医師全体に対する 0.4％と低く、育児休

業は男性が 0.1％、女性が 2.4％であった。こ

れは本研究の母集団全体（公衆衛生行政医師を

一度でも経験したすべて医師）の傾向と同じで

あった。それに対して介護休業については、男

性が 0.2％であったが、女性は 0 名であった。 

男性 女性 合計
産前・産後休業 0 2 2

0.0% 0.4% 0.1%
育児休業 1 13 14

0.1% 2.4% 0.8%
介護休業 2 0 2

0.2% 0.0% 0.1%
休業を取得していないもの 1,191 531 1,722

99.7% 97.3% 99.0%
合計 1,194 546 1,740

H28年度調査休業の有無

 

（表 5 公衆衛生行政医師の休業有無） 

 

平成 28 年度調査票において公衆衛生行政医師

を選択した医師が平成 26 年度調査時点から県

都市を移動したかどうかを追跡した結果、年齢

階級が低い医師群の約半数が移動しているの

に対し（30～34 歳（63.64％）、35～39 歳

（58.97％）、40～44 歳（49.33％））、年齢階級

が高い 50 歳以上の医師群は 50 歳～54 歳

（28.07%）、55 歳～59 歳（27.1%）、60 歳～64

歳（21.58%）と移動割合は 30%未満となった。

男性医師、女性医師ともに移動した割合は男性

31.59%に対し、女性 26.56%とやや男性の方が

移動する傾向がみられた。（表 6 公衆衛生行政

医師の移動有無） 

 

３．公衆衛生行政医師の時系列変化 

過去に公衆衛生行政医師を経験したことがあ

る医師の男女別割合は、年齢階級が高い 50 歳

以上の医師群においては男性割合が高かった

が、年齢階級が低い 49 歳以下の医師群では、

男女割合の差はほとんど見られなかった。（図

１） 

平成 28 年度調査票において公衆衛生行政医

師を選択した医師が平成 22 年度調査時点から

専門医資格数がどのように変化しているかを

追跡した結果、全体として医師の 78％は資格

数について変わらない結果となった。年齢階級

別に内訳をみると 40 歳未満の若手医師が増加

傾向であるのに対し、40 歳～69 歳の医師は専

門医資格数が減少する医師が 10％未満であり、

70 歳以上になるとその割合は 10％を超えるこ

とが明らかとなった。また、資格数が増加した

医師ほど、公衆衛生医師を継続する割合が低い

傾向が見られた。（表 7 公衆衛生行政医師の資

格数の推移） 

 

Ｄ．考察 

本研究では、公衆衛生医師の経験を有する医

師が性別・年齢階級別の動向、公衆衛生行政医

師の特徴を明らかにした。分析の結果、公衆衛

生行政医師の基本属性については、女性医師の

割合は調査年次ごとに増加傾向にあったが、女

性医師は常勤医師よりも非常勤医師の割合が

高かった。また、育児休業は男性が 0.1％、女

性が 2.4％であった。これは全国的な傾向でも

あるが、男性医師が育児に寄与する割合が低く、
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女性医師に対する育児の負担が公衆衛生行政

医師のキャリアにも影響している可能性が示

唆された。 

年齢階級別の公衆衛生行政医師数を見ると、

若手医師や中堅医師が相対的に少ないことが

示唆された。公衆衛生行政医師の役割が十分な

臨床経験や公衆衛生に関する知識を有する特

性であるが、男性医師が 50 歳～54 歳から急激

に増加し、その後 65 歳まで増加傾向が続くの

に対し、女性医師は 40 歳～44 歳から増加する

が、その後の医師数は増減した。50 歳以上の

男性医師が増加するのに対し、女性医師は増減

がみられることから、50 歳以上の女性医師が

公衆衛生行政医師から離れてしまうことが要

因として考えられる。これを裏付ける結果とし

て、過去に公衆衛生行政医師を経験したことが

ある医師の男女別割合は、49 歳以下では男女

割合の差はほとんど見られなかったのに対し、

50 歳以上では男性割合が高かった。 

その後、65 歳以上の公衆衛生行政医師は男

女ともに減少し、男性医師の 70 歳以上はピー

ク時の 30％まで、女性医師は 15％まで急激に

減少した。医師自身の身体的影響が考えられる

が、女性の平均余命が男性よりも高いにもかか

わらず、女性医師の 70 歳以上における公衆衛

生行政医師数の減少幅が男性医師よりも顕著

であることについては、ベテラン女性医師にと

って公衆衛生行政医師のキャリアに関する影

響が示唆された。 

そのほか介護休業については、男性が 0.2％

であったが、女性は 0 名であった。介護に係る

年齢階級は 40 歳以上であることから、女性医

師がすでに公衆衛生行政から離れているため

である可能性がある。 

公衆衛生行政医師の動向と関連する可能性

が考えられる医師の移動については、若手医

師・中堅医師は都市を移動しているが、50 歳

医師は移動しない傾向が見られた。公衆衛生行

政医師の経験を蓄積するために転勤等による

移動が伴う可能性があり、若手医師・中堅医師、

女性医師にとって負担となっている可能性が

示唆された。しかしながら専門医資格数は

78％の医師で資格数が変わらない結果となっ

た。しかしながら専門医などの資格数が増加す

るほど、公衆衛生医師を継続する医師割合は減

少する傾向があることから、公衆衛生行政医師

の確保となる課題の一つとして専門医資格に

関するサポートを行うことが効果的である可

能性が示唆された。 

本研究の限界として、「医師・歯科医師・薬

剤師調査」に係る調査票情報であることから、

公衆衛生行政医師を選択した理由等の定性的

なデータは含まれていない。本研究から示唆さ

れた結果を裏付けるためには公衆衛生行政医

師を経験したことがある医師を対象にしたア

ンケート調査等との摺合せが必要である。しか

しながらこれまでの調査では公衆衛生行政医

師に調査時点で従事している医師を対象にし

たサンプル調査がほとんであり、全国規模の公

衆衛生行政医師を経験したことがある医師を

対象にした定量的分析はほとんどなかったこ

とから、本研究から得られた示唆は十分な検討

に資する情報となりえる可能性がある。 

  

Ｅ．結論 

「医師・歯科医師・薬剤師調査」に係る調査票

情報を用いて、公衆衛生行政医師を経験したこ

とがある医師を全国規模で解析した結果、女性

医師に対する育児の負担や、ベテラン女性医師

のキャリア環境が公衆衛生行政医師のキャリ

アにも影響している可能性が考えられた。女性

医師やベテラン医師の人材確保にあたっては、

これらの要因について検討する必要がある。 
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また、公衆衛生行政医師の確保となる課題の

一つとして専門医資格に関するサポートを行

うことが効果的である可能性が示唆された。 
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表１ 調査年度別の性別割合 

（単位　%）
階級コード

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

30～34歳 72.7 27.3 59.5 40.5 53.1 46.9 62.0 38.0
35～39歳 68.0 32.1 59.4 40.7 58.8 41.2 53.7 46.3
40～44歳 57.4 42.6 59.4 40.6 57.0 43.0 53.0 47.0
45～49歳 54.3 45.8 52.0 48.0 59.1 40.9 59.6 40.4
50～54歳 62.4 37.6 66.5 33.5 67.6 32.4 68.5 31.5
55～59歳 73.5 26.5 72.3 27.7 67.9 32.1 70.1 29.9
60～64歳 71.1 28.9 69.1 30.9 72.3 27.7 75.8 24.2
65～69歳 73.7 26.3 77.9 22.1 80.6 19.4 82.4 17.6
70～74歳 84.4 15.6 86.7 13.3 86.7 13.3 85.5 14.5
75～79歳 79.0 21.0 85.5 14.6 78.4 21.6 89.4 10.6
80～84歳 81.8 18.2 82.4 17.7 85.0 15.0 93.6 6.4
85歳以上 89.5 10.5 100.0 0.0 84.2 15.8 93.1 6.9
不詳 81.8 18.2 50.0 50.0 100.0 0.0 80.0 20.0

Total 68.42 31.58 68.44 31.56 68.62 31.38 72.46 27.54

平成28年度調査 平成26年度調査 平成24年度調査 平成22年度調査

 

 

表 2  公衆衛生行政医師の年齢階級別割合 

（単位 ％） 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
25～29歳 0 0 0 0 0 0 0 0
30～34歳 24 9 25 17 26 23 31 19
35～39歳 106 59 92 63 117 82 72 62
40～44歳 171 127 177 121 175 132 115 102
45～49歳 185 156 170 157 225 156 161 109
50～54歳 249 150 268 135 305 146 209 96
55～59歳 350 126 421 161 404 191 291 124
60～64歳 415 169 367 164 434 166 300 96
65～69歳 359 128 327 93 337 81 244 52
70～74歳 119 22 117 18 111 17 118 20
75～79歳 49 13 47 8 40 11 110 13
80～84歳 27 6 14 3 17 3 117 8
85歳以上 17 2 16 0 16 3 81 6

不詳 9 2 2 2 4 0 32 8

平成28年度 平成26年度 平成24年度 平成22年度
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表 6  公衆衛生行政医師の移動有無 

（単位 ％） 

移動なし 移動あり 移動なし 移動あり 移動なし 移動あり
30～34歳 36.36 63.64 11.9 88.1 69.39 30.61
35～39歳 41.03 58.97 52.26 47.74 77.89 22.11
40～44歳 50.67 49.33 56.71 43.29 80.13 19.87
45～49歳 60.12 39.88 62.69 37.31 85.83 14.17
50～54歳 71.93 28.07 74.44 25.56 88.47 11.53
55～59歳 72.9 27.1 72.51 27.49 90.08 9.92
60～64歳 78.42 21.58 81.92 18.08 92.17 7.83
65～69歳 81.72 18.28 87.38 12.62 94.5 5.5
70～74歳 78.01 21.99 86.67 13.33 90.63 9.38
75～79歳 66.13 33.87 90.91 9.09 94.12 5.88
80～84歳 81.82 18.18 82.35 17.65 95 5
85歳以上 94.74 5.26 68.75 31.25 94.74 5.26
不詳 90.91 9.09 100 0 100 0
合計 70 30 73.03 26.97 88.45 11.55

平成26年度から平成28年度 平成24年度から平成26年度 平成22年度から平成24年度
前年度調査から従事先県都市番号の移動

 

 

表 7  公衆衛生行政医師の資格数の推移 

（単位 ％） 

-5 -3 -2 -1 0 +1 +2 +3 +4 +5
30～34歳 0 0 0 0 100.0 0 0 0 0 0
35～39歳 0 0 0 0 68.2 27.0 4.7 0 0 0
40～44歳 0 0 0 2.1 61.0 28.1 7.2 0 1.0 0
45～49歳 0 0 0 3.6 72.7 21.2 2.1 0 0 0
50～54歳 0 0 1.5 5.1 79.2 12.3 1.3 0.5 0 0
55～59歳 0 0 1.1 3.2 84.0 10.5 0.9 0 0 0
60～64歳 0 0 0.9 3.5 81.4 12.5 1.2 0 0 0
65～69歳 0 0 2.1 3.3 85.2 8.7 0 0 0 0
70～74歳 0 1.5 0.7 8.7 83.3 5.8 0 0 0 0
75～79歳 0 1.7 5.0 13.3 65.0 11.7 3.3 0 0 0
80～84歳 0 0 3.6 10.7 75.0 10.7 0 0 0 0
85歳以上 0 0 0 15.8 57.9 15.8 10.5 0 0 0
不詳 0 0 0 10.0 70.0 0 20.0 0 0 0
Total 0 0 1.1 3.9 78.1 14.4 2.0 0 0 0

資格数_推移
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図１ 公衆衛生行政医師を経験したことがある医師の男女別割合 
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